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吸収合併に係る事前開示書面 

（会社法第 782 条第 1項及び会社法施行規則第 182 条に定める書面） 

令和７年 6 月 24 日 

スマートスキャン株式会社

代表取締役 古川 淳 

スマートスキャン株式会社（以下「当社」といいます。）と株式会社ユカリア（以下「吸

収合併存続会社」といいます。）は、当社と吸収合併存続会社との間で令和 7年 6月

16 日付けで締結された合併契約書に基づき、同年 8月 1日を効力発生日として吸収

合併（以下「本件合併」といいます。）を行うことを決定いたしました。 

本件合併に関し、会社法第 782 条第 1項及び会社法施行規則第 182 条に定める

事項は、以下のとおりです。 

1. 吸収合併契約（会社法第 782 条第 1項）

別紙のとおりです。 

2. 合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1項第 1号）

本件合併に際しては、当社の株主に対して、吸収合併存続会社の株式その他の

金銭等の交付及び割当てを行いませんが、吸収合併存続会社は当社の発行済

株式の全部を所有していることから、相当であると判断しております。 

3. 合併対価について参考となるべき事項（会社法施行規則第 182 条第 1項第 2

号）

該当事項はありません。 

4. 吸収合併に係る新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（会社法施行

規則第 182 条 3 号）

該当事項はありません。 
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5. 計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1項第 4号） 

 

(1) 吸収合併存続会社に関する事項 

 

ア 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

吸収合併存続会社の最終事業年度に係る計算書類等については、金

融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開

示システム（EDINET）によりご覧いただけます。 

 

イ 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

① 資本金の額の減少 

 

吸収合併存続会社は、2025 年 3 月 27 日開催の第 20 回定時株主

総会における議案「資本金の額の減少の件」の承認決議に基づき、

同月 28 日付で資本金の額 2,022,558,040 円を 1,922,558,040 円減

少し、その減少額全額をその他資本剰余金に振り替えております。 

 

② 株式会社ゼロメディカルの株式取得（完全子会社化） 

 

吸収合併存続会社は、2025 年 4 月 25 日に株式会社ゼロメディカル

の株式譲渡契約を締結し、同年 5月 30 日に完全子会社化いたしま

した。当該株式の取得の詳細については、吸収合併存続会社の同

年 4月 25 日付け適時開示「株式会社ゼロメディカルの株式取得（完

全子会社化）に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

③ 株式会社メディステップの株式取得（子会社化） 

 

吸収合併存続会社は、2025 年 5 月 15 日に株式会社メディステップ

の株式譲渡契約を締結し、同年 6月２日に子会社化いたしました。

当該株式の取得の詳細については、吸収合併存続会社の同年 5月

15 日付け適時開示「株式会社メディステップの株式取得（子会社

化）に関するお知らせ」をご参照ください。 
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④ 株式会社エピグノの株式取得（子会社化） 

 

吸収合併存続会社は、2025 年 6 月 5 日に株式会社エピグノの株式

譲渡契約を締結し、同年 7月 1日を株式譲渡実行予定日として子

会社化することといたしました。当該株式の取得の詳細については、

吸収合併存続会社の同年 6月 5日付け適時開示「株式会社エピグ

ノの株式取得（子会社化）に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

(2) 吸収合併消滅会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の

処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事

象の内容 

 

該当事項はありません。 

 

6. 吸収合併の効力を生じずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の

見込みに関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1項第 5号） 

 

本件合併の効力発生後の吸収合併存続会社の資産の額は、債務の額を十分に

上回ることが見込まれます。また、本件合併後の吸収合併存続会社の収益状況

及びキャッシュフローの状況について、債務の履行に支障を及ぼすような事態は

現在のところ予測されておりません。したがって、本件合併後における吸収合併

存続会社の債務について履行の見込みがあるものと判断いたします。 

 

7. 本書面備置開始日後、上記各事項について生じた変更の内容（会社法施行規

則第 182 条第 1項第 6号） 

 

事前開示の開始日以降に上記各事項に変更が生じたときは、直ちに開示いたし

ます。 

以上 



別紙






